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お取引先の財務ニーズは、急速に高度化し、また多様化しています。当行では、このような高度かつ多様なニーズ
に的確にお応えする為、組織体制を整え、ノウハウの向上並びに新しい金融サービスの研究に努めております。

高度化する財務ニーズに対応する新しい金融サービス

ストラクチャード・ファイナンスとは、お取引先の財務

ニーズに合わせて各種のファイナンス・スキームを構築

したり、オーダーメードの新しい財務商品を開発する

ことです。最近の日本の経済・金融環境は大きく変動

しており、それに伴ってお取引先の財務ニーズも多種

多様になっています。当行は、このようなお取引先のニ

ーズを敏感かつ的確に捉え、そのニーズにお応えする

新しいファイナンススキームを構築し、ご提案する業務

に注力しています。例えば、資産の流動化・証券化ス

キーム及び、各種のリースファイナンススキームは、お

取引先にとって資金調達手段の多様化になると同時

に、自己資本比率等の財務諸比率の改善や低利調

達に資することになります。一方、流動化・証券化スキ

ームやリースファイナンススキームで組成された商品

は、多様な投資家に運用商品として購入されておりま

す。このほか、個々のお取引先のニーズに応じ、様々

な金融手法を駆使した、お取引先の財務戦略にお応

えする各種スキーム・商品をご提案しております。

最近の日本企業の大きな潮流の一つとして、グループ

企業全体での財務戦略の構築が挙げられます。その

背景には、日本の会計基準が単体主義から連結主義

ストラクチャード・ファイナンス

●オーダーメードの金融商品

●財務戦略構築のお手伝い

へと移行し、連結基準も持株基準から支配力基準に

変わろうとする流れがあります。当行はこのような大きな

流れを的確に捉え、お取引先グループ全体の資産・債

務といった財務面での効率化及び資金面での合理化

についても研究・ご提案しております。例えば、お取引

先グループでの連結財務指標の改善に資する流動

化・リース・信託等の手法を用いたスキームや、お取引

先グループ内の資金決済についてコストのかかる手形

支払を廃止するスキーム等です。お取引先を個々に単

体で捉えるのではなく、グループ全体の効率化の為の

スキームを開発しご提案していくことが、これからのス

トラクチャード・ファイナンスの柱になると思われます。

ストラクチャード・ファイナンスは、まず米国において発

達しました。当行は米国においてこれをいち早く学び、

業務に取り込んで参りました。ストラクチャード・ファイナ

ンスが欧州や日本へ広がり発展してくる中で、当行は

様々なファイナンス・スキームを構築し、お取引先を中

心に内外でご提案してきております。また、近時の日本

においては、先に挙げた連結主義への変更に止まら

ず、流動化・証券化に関する法令の制定・変更など、

各種の法制・会計制度の改変に著しいものがありま

す。当行では、これらの制度変更に関する情報を早期

かつ的確に収集し、分析を加えた上で機敏に対応し、

お取引先の進化するニーズに即応できる商品を日々

開発し、お取引先にご提案しております。

●制度の変革に即応したスキームの構築
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世界各国の投資環境は様々です。急速な世界情勢

の変化により、各国の投資環境が日々変化する中、当

行はグローバルな展開を進めるお取引先のニーズに

お応えする為、進出地域の選定からその地域特有の

投資留意点のアドバイス、合弁パートナーの紹介、交渉

のサポート、資金調達に至るまで、トータルなサービス

を提供しております。特に、投資制度が比較的複雑な

新興地域への進出を検討されているお取引先からは、

アドバイザリーに関する契約を締結した上で、専門的

なアドバイスを求められるケースが増えてきております。

海外で事業を進めるに当たっては、事業計画自体

の特性やお取引先の個別事情を十分に反映させたフ

ァイナンス・スキームを採用することが、重要な要素の

一つとなります。当行は、世界各国の制度金融や税制

に関する知識等、長年培ってきた国際金融に関する

ノウハウと経験をベースに、多様な金融手法を駆使し

て、最適と思われる資金調達のスキームを提供してお

ります。

当行は、世界の主要地域をカバーする海外拠点網

を活用し、日本のお取引先に対する海外投資情報の

提供のみならず、海外に本拠を持つお取引先の日本

への投資や日本以外の地域への投資に対するサービ

ス業務も展開しております。

海外進出のトータルアドバイザーとしての当行のこれ

らの活動に対しては、各方面から高い評価を頂いてお

り、各国政府機関・国際機関からも投資促進の為の

協力要請が寄せられております。当行は、「世界を結ぶ

架け橋」、「世界の興銀」として、グローバルなレベルで

のサービスの向上に努めております。

海外進出の総合的アドバイザー

●海外展開へのファイナンス・スキーム提供

●世界を結ぶ架け橋として

日本経済の構造的な改革が速いテンポで押し進む

中で、企業買収、合併あるいは営業譲渡といった、従

来どちらかというとラストリゾートとして考えられていた

方策が、経営戦略を効果的に実行する手段としてより

積極的に、かつ前向きな意義を持って活用されるよう

になって参りました。企業グループや更には国の枠組

みも越えて、各種経営資源の効率的な活用を重視し

たダイナミックな企業再編の動きが様々な産業に浸透

してきております。当行は、お取引先の事業戦略に関

するアドバイスをホールセール・バンキング業務の重要

な柱と位置付け、事業金融の経験の中で長年培って

参りました産業調査・企業評価のノウハウ及び米国子

会社ブリッジフォード・グループを含む当行のグローバ

ルなネットワークを駆使し、お取引先の経営に即した

Ｍ＆Ａの企画立案及び実際のＭ＆Ａ遂行に関するア

ドバイザリー業務に注力しております。

具体的には、業界再編の流れに沿った企業合併、

非重点部門の譲渡等の企業リストラ、あるいはグロー

バル化の一環としての外資系企業との資本提携や海

外企業の買収等、様々な局面において、企業が経営

判断を行う上で必要なアドバイスをきめ細かく提供致

します。対象事業の収益性、お取引先の現事業との

相乗効果、会計・税制・法律の実務面の検討等の分

析を行うほか、Ｍ＆Ａを行うメリット及び想定されるダ

ウンサイド・リスクについても適正に把握しアドバイスす

ることを心掛けております。また、クロスボーダー案件

においては、平成９年より米国のファンドマネジメント・

Ｍ＆Ａアドバイザリーファームであるビーコン・グループ

との業務提携も加わり、一層充実したサービスが提供

できる体制を構築しております。

Ｍ＆Ａ

●経営戦略構築のお手伝い

●海外直接投資については、39ページもご参照ください
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先進国での規制緩和、途上国での外資誘致政策

等により、従来公的セクターにより担われてきた電力・

通信・道路等の社会資本整備の分野で民間資本の参

入が活発化し、その資金調達手法としてプロジェクト・

ファイナンスが盛んに活用されています。

当行は、伝統的な資源・エネルギー・一次素材とい

った分野に加えて、この分野でもリーディング・バンク

として活躍しております。

最近の実績においても、当行の主導したプロジェクト

が二大専門誌から優れた案件に与えられる「ディー

ル・オブ・ザ・イヤー」を受賞する等、当行の実力は高い

評価を受けております。

この分野でリーディング・バンクと言われる銀行は、

いずれも本格的なフィナンシャル・アドバイザーとしての

能力と実績を保有し

ています。プロジェク

トの初期段階から案

件に関与することで

プロジェクト・リスクを

主体的に分析し、実

現に向けスポンサー

を支援する一方、貸

手が取り得るリスクの内容・程度を見極めながらファイ

ナンスを組成していく能力が求められているからです。

インドネシアのパイトン石炭火力発電所プロジェクト

では、当行はフィナンシャル・アドバイザーとして、同国

に深い関係を持つ米国・日本の制度金融をベースと

したスキームを提案致しました。交渉を通じこれら公

的機関に大きくプロジェクト・リスクを分担してもらうセキ

ュリティーを構築し、欧米・アジアから４０行を超える市

中銀行の参画を取り付けることに成功しました。この

案件は、その後のアジアにおける民活プロジェクトのモ

デルケースとして上述の通り高い評価を受けました。

カントリー・リスクの高い国でのプロジェクトや新しい

制度の下でのプロジェクト等では、過去に用いられた

スキームの手直しだけではファイナンスを構築できない

事態がしばしば生じます。プロとしての本当の力が問

われるのはこのような時です。

当行は、インドネシアのＬＮＧプロジェクトで広く活用

されるようになった“Trustee Borrowing”スキーム

を開発し、また、当時リスケジュール中であったチリの

銅山案件では“Debt/Equity Swap”を活用し、プロ

ジェクト実現に漕ぎ着けました。また最近の事例では、

英国初の“マーチャント型”民活発電所案件で斬新な

スキームが評価され、前述の通り専門誌の賞を受け

広く紹介されました。

通貨危機に見舞われた東南アジアを別とすれば、

プロジェクト・ファイナンスへの需要は世界の至る所で

堅調です。

これまでプロジェクト・ファイナンスとは縁のなかった

我が国においても、企業の格付重視の経営姿勢への

変化、日本版ＰＦＩの動き等から、今後市場が醸成さ

れていく環境が整いつつあります。

当行は現在、東京、香港、ニューヨーク、ロンドンの

各拠点に約６０名の専門家集団を配置し、世界中のプ

ロジェクトを捕捉する体制をとっております。

金融のグローバル化に伴い、我が国においても特

定分野毎に優れたサービスを提供できる銀行がそれ

ぞれに選択されていくようになると思われます。プロジ

ェクト・ファイナンスは、当行を特徴付ける重要なサー

ビス機能の一つであるとの認識の下、今後一層強化

していく考えです。

プロジェクト・ファイナンス

●グローバルに認知された評価

●アドバイザーとしての確かな実力

●重点戦略分野の一つとして更なる強化

●スキームづくりでの創造性

最近の当行幹事の主要プロジェクト（例）

●グレシック銅精練（インドネシア）

●ラスラファンLNG（カタール）

●OCENSAパイプライン（コロンビア）

● FLAG海底光ファイバーケーブル（英国～日本）

●香港エアー・カーゴ・ターミナル（香港）

●オートリンク（A19）道路（英国）

通信・インフラ

●PT AMI高純度テレフタル酸（インドネシア）

●サウジ・シェブロン石油化学（サウジアラビア）

●SUS鉄鋼冷延（タイ）

石油化学・素材

●パイトン石炭火力発電所（インドネシア）

●KEGCO火力発電所（タイ）

●バリー発電所（英国）

電　力

資源・エネルギー

「ディール・オブ・ザ・イヤー」受賞の当行主導プロジェクト

●1997年 AESバリー英国ガス火力発電所（Project Finance誌）

●1996年 ラスラファンカタールLNG
（Project Finance International誌）

●1995年 パイトンインドネシア石炭火力発電所
（Project Finance International誌）
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企業経営における自由化、国際化が進展する中、

規制や慣習に従って行われていたこれまでの金融取

引にも大きな革新の波が押し寄せています。特に、ス

ワップやオプション等のデリバティブズ取引の急速な普

及により、伝統的・定型的な資金の運用・調達手段が

負っていた、単純な金利・為替の変動リスクを、様 に々

加工、変換、移転できるようになりました。金利、為替

の水準は日々変動し、将来の見通しもたてにくいのは

ご案内の通りです。その結果企業はマーケットリスクに

常にさらされることになり、こうしたリスクをいかにコント

ロールして、最も有利な運用・調達の姿を実現してい

くかが経営上の極めて大きな課題となっております。

当行では、経験豊富な専門部隊が、お取引先の抱

える財務コントロールのニ－ズにつき、これを個別に分

析、アドバイスし、最適なヘッジ手段についてご提案を

しております。最近の取り扱い事例には以下のようなも

のが挙げられます。

①お取引先の資産負債構造を分析し、そこに内在

する期間・金利条件・流動性等のギャップを抽出し、

今後の金利推移につきシミュレーションを行った上、最

適なリスクマネージメント効果をもたらすデリバティブズ

オペレーションを実行。

②既往の調達資金につき、市場実勢金利が低下し

ていたことから、相対的に高利の残存負債となったも

のに対し、スワップやオプション等を組み合わせること

で、金融費用の削減を実現。

③向こう数年間ほぼコンスタントに発生するものの、

金額や期日が不確定の外貨購入のニーズにつき、為

替変動リスクを回避し円ベ－スでのコストを確定。

④お取引先の金利観に対応し、金利水準が一定範

囲内で推移する場合は大幅な金融費用削減効果が

あるが、同範囲を超える場合はヘッジ効果が軽減す

るようなスキ－ムの導入。

上記事例のように、当行ではお取引先の金利・為替

観及びリスク許容度に応じた損益の実現が可能なよ

うに、テーラーメード型商品を提供しております。また

当行は、最新の金融理論・技術とコンピューターテク

ニックを駆使することで、デリバティブズの基本商品か

ら、高度かつ複雑な組み合わせ商品に至るまでの商

品開発力を擁しております。

また、当行では市場部門のトレーダーとマーケッター

とが同一の組織内で一体的に活動しており、お互い

日々情報を密接に交換しております。こうした情報力・

情報網を背景に、お取引先には、ダイナミックに変化す

る市場の動きについてタイムリーにアドバイスを行ってお

ります。また企業の抱えるマーケットリスクは単に金

利・為替に止まりません。当行では原油、石油製品の

商品価格の変動リスクについても、これをヘッジする

スキ－ムを開発し、お取引先にご提案しております。

昨年のタイバーツ切り下げに端を発したアジア通貨

の変動は為替のリスクマネージメントの重要性を再認

識させたものとなりました。当行では香港支店とシン

ガポール支店にアジア通貨デリバティブズの専門家を

配し、現地進出企業に直接ご提案しております。また

日本国内でも、アジア通貨関連のセミナーを開催す

る等、タイムリーな情報の提供を行っております。

｢デリバティブズは難解である上、リスクも不明だ｣と

いう声も聞きますが、当行ではお取引に当たっては、

社内管理体制の構築に関するアドバイスも含め、その

効果とリスクを十分にご説明、ご理解頂いております。

また、お取引後も市場実勢の変化に応じた時価情報

につきアドバイス申し上げています。平成９年８月には

｢デリバティブ基本用語解説｣を作成し、お取引先にお

配り致しました。基本的事項について再度確認したい、

これから取引を開始したいので勉強したいというお客

様にご利用頂いております。また当行では、｢デリバテ

ィブ取引管理システム｣を開発し、金利スワップ・金利

オプションの期日管理、利息計算から時価評価まで簡

単にできるソフトを、お取引先のご希望により配布しご

利用頂いております。

当行では、お取引先の抱える様々なリスクについて、

そのマネージメント手法を適時、適切にご提案してい

くことを心掛けており、常により付加価値の高いサー

ビスを提供して参りたいと考えております。

デリバティブズ取引

●高度なリスクマネージメントのご提案

●リスク管理体制構築のお手伝い

当行と野村證券（株）は、デリバティブズなど金

融新商品・新手法並びに関連する金融サービス

を提供する合弁会社IBJ Nomura Financial

Products（仮称）を設立することに合意しており、

早期の営業開始を目指しております。

野村證券（株）との共同事業について
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日本版ビッグバンの一環として本年4月からの外為

規制緩和を受け、企業の金融活動のグローバル化

が一気に進みつつあります。具体的には、海外の銀

行に開設した口座を通じて資産の運用を行う動き、

海外拠点間で資金のやりとりを行い、資金を効率的

に運用する動き、海外との商取引において支払と受

取の相殺を行い、決済の簡素化を図る動き等、これ

までの規制の下では実現し難かったものが一斉に

具体化しつつあります。

こうした大きな変化の中、当行としてはお取引先の

ニーズにお応えするべく、従来からの外為サービスに

加え、本年度下期に以下のグローバルベースのキャ

ッシュマネジメントサービス（CMS）の整備を実施予定

であります。

今次グローバルCMSについては、インターネットの

世界における最新テクノロジーを採用するとともに

インターネットそのものを通信路として利用する世界初

のCMS提供を考えております。その為、ハイレベルの

セキュリティ装備となっております。

将来的には先行外銀に伍する特徴をもって各種EB

サービスを展開し、次世代型CMSの提供へ向けて

チャレンジ致します。

国内においては、従来よりマルチバンク型CMS

キューピーネットサービスを多くのお取引先企業に

ご利用頂いております。

また、グループ企業を単位とした決済支援サービス

であるITSS（インテグレイティッド・トレジャリー・

サポート・サービス）をリリースさせ、お取引先の更なる

合理化・効率化をサポートして参ります。

エレクトロニック技術の進展に伴い、企業間取引や

企業対消費者取引の電子化が猛烈な勢いで進んで

おります。このように取引を電子データでやりとりする

EDI（エレクトロニック・データ・インターチェンジ）の大き

なテーマとして考えられているのが貿易金融の世界

です。EDIを活用することでドキュメントベースの貿易

に絡む取引を電子化することにより大幅な省力化を

図ることが可能となります。当分野ではBOLEROプロ

ジェクト等欧米の動きが先行し、ワールドワイドなデフ

ァクトスタンダードを狙っております。当行としては、これ

らを踏まえ日本なりに主体性を持ち得るモデルを現

在構築中です。その為に、お取引先企業やシステム

ベンダー、行政機関とのコミュニケーションやディスカ

ッションを密接に行っております。将来的にはグローバ

ルCMSとの連動を展望しております。

国内EDIについては、物流・商流と決済流の融合が

古くて新しいテーマです。当行では、業界を越えての

様々な解決方法、具体的には、当行の金融商品技術

を活かした各種金融サービスの連動を指向したモデ

ルを検討しております。

将来の貨幣として注目されている電子マネーにつ

いても当行は将来の資金決済の有力なツールの一

つとして認識し積極的に取り組んでおります。

平成11年に予定されている銀行団及びNTTによ

る電子マネー（Super Cash）実証実験プロジェクトに

ついては、当行はコアメンバーとして参加し、将来的

な電子マネー時代の到来に備えるべく準備しており

ます。

また、Super Cashのほかにも、他の有力電子マネー

の情報収集・分析・検討や、基礎技術である暗号・

電子認証などの研究を幅広く行っております。

エレクトロニックバンキング

●国内CMS

●EDIへの取り組み

●電子マネー

●グローバルＣＭＳ

次期グローバルキャッシュマネジメントサービス概要

●口座明細・残高照会
●各種取引残高照会（輸出入・融資・保証・為替予約）
●送金指示・L/C開設指示・L/Cアメンド指示
●ネッティング（マルチラテラル・バイラテラル対応）
●ゼロバランス
●プーリング
●Eメール・電子掲示板機能
●ファイル転送機能

●インターネットVPN（バーチャルプライベートネットワーク）
●JAVA-CORBA連携アーキテクチャ
●3レイヤモデル

採用技術

サービス内容

キューピーネットサービス概要

資金照会サービス

サ
ー
ビ
ス
内
容

●各口座の残高を一覧表にて出力し入出金明細を口座毎に出力

資金集中サービス ●各入金口座の残高を集中先銀行口座に集中

資金配分サービス ●集中口座から各銀行口座へ資金配分・支払

通知預金サービス ●通知預金の設定・解約

総合振込サービス ●支払データを「一括して」作成・伝送し、指定日に振込を実行

外国為替サービス ●外国送金受付・Ｌ/Ｃ開設受付・外為各種照会
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興銀フィナンシャルテクノロジー（株）（通称ＩＢＪＦＴ）

は、先端金融技術・情報技術の金融への応用の研

究・開発等を目的とする専門会社として本年４月１日

に設立されました。日本版ビッグバンの背景にある金

融の高度化・複雑化・情報化をビジネスチャンスとして

捉え、当行のフィナンシャルエンジニアリング部とストラ

クチャードファイナンス部の一部を母体とし独立した会

社です。

具体的には、信用リスク管理、デリバティブズ、インベ

ストメント・テクノロジー、ストラクチャード・ファイナンス、

及び金融に係わる情報技術を主たるフィールドとして、

定量分析、情報処理、あるいは、法的実務といった各

分野の専門家を集約したものです。

これまで金融機関においては専門的ノウハウを各

部門に散在させるのが通例であり、金融技術・情報

技術の専門家を一カ所に集中させる組織運営は必ず

しも一般的ではないかもしれません。しかしながら、

まさに「ビッグバン」と呼ばれるこの変革期において

「金融」そのものが極めて多面的かつ高度な展開を

見せている今、専門家こそが自らの殻に閉じこもらず、

お互いの領域を越えて切磋琢磨し横断的に協力し合

うことにより生じる「シナジー効果（共鳴作用）」を大切

にしていきたいと考えております。

例えば、企業の倒産といった信用リスクに係わる問

題は、当行にとって自らの資産のリスク管理の要諦で

あることは勿論のこと、証券投資におけるストラテジー

においても重要な意味を持っています。理論的には、

ある社債の価格付けが信用リスクを正しく反映してい

ない場合には、そこに収益機会を見出すことができま

す。信用リスクを重要な要素とするストラクチャード・

ファイナンス・スキームを創出したり、また、このような

「信用リスク」そのものをデリバティブズとして売買する

ことも可能です。実際に、信用リスクを取引する市場

は近い将来重要な地位を占めると見ております。信

用リスクの評価・管理には精緻な情報処理システムが

必要であることは言うまでもありません。当社の体制

は、このように多面的かつ重層的な一連の課題を包

括的かつ効率的に考えることを可能とするものです。

この例に止まらず、商品価格変動を含む企業の事

業リスク・コントロール、グローバルな資金管理や資産

配分、インターネット・ビジネスの展開等、取り組むべき

対象は多岐にわたり山積している状況です。当行をは

じめとする興銀グループ全体をサポートするのは勿論

のこと、当社の独立性を活かし、広くお客様のニーズ

にお応えしていきたいと考えております。

このような「専門家集団」を支える力の源泉は、構

成員一人一人の能力であり、各人がお客様からのニ

ーズにお応えしご満足頂けるよう努力することに加

え、常に広く門戸を開き参加を募っております。この秋

には、金融工学の権威である一橋大学の刈屋武昭教

授にも当社に加わって頂くことを予定しております。人

事採用の方法につきましても、様々な形で能力を発揮

して頂けるように、例えば、当社に興味をお持ちの学

生の方々には「サマー・ジョブ制度」の採用を予定す

る等、柔軟な対応を心掛けております。

興銀フィナンシャルテクノロジー(株)

●ビッグバンをチャンスと捉えて

●高度な専門家集団であり続ける為に

●なぜ、今「IBJ FT」なのか

●興銀フィナンシャルテクノロジー（株）の連絡先は、101ページをご参照ください


